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６月１２日の弊社ファンドの基準価額の下落に
ついて

2020年6月12日、弊社ファンドの一部において、基準価額が５％以上下落致しました。
該当ファンドおよび主な要因につきまして、以下のとおりお知らせ致します。

１．基準価額が前日比５％以上下落した公募ファンド

ファンド名 基準価
額

前日
比

前日比騰
落率

THEOグロース・ファンド（世界の株式中
心）

10,518
円

-558
円

-5.04%

THEOグロースAI・ファンド（世界の株式
中心）

9,478
円

-503
円

-5.04%

２．主な基準価額の下落要因

米国内で高まる新型コロナウイルス感染症第二波の兆候をはじめ、依然高い水準にある米国失業保険申請数なら
びに追加経済刺激策に関する協議の延期の可能性を示唆する報道を受け、市場内での景気の先行き不安感が強ま
り、投資家の選好が急激にリスクオフとなりました。その結果、６月11日のニューヨークダウ工業株30種平均
が6.89％、ナスダック総合指数が5.27％下げるなど株式市場は大幅に下落しました。

以上

投資信託について

投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険および保険契約者保護機構の保護対象とはなり
ません。
投資信託は、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。
投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象としているため、当該資産の市
場における取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動します。従って投資元本を下回ることが
あります。また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象
国等が異なることからリスクの内容や性質が異なります。ご投資にあたっては投資信託説明書（交付目論
見書等）や契約締結前交付書面等をよくご確認下さい。

各ファンドについて
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各ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、各ファンドが投資対象とするマザ
ーファンドを投資対象とする他のベビーファンドに追加設定・解約等があった場合、資金変動が起こり、
その結果、当該マザーファンドにおいて売買等が生じた場合等には、各ファンドの基準価額に影響を及ぼ
す場合があります。
各ファンドは、マザーファンドへの投資を通じてベビーファンドにより運用を行うため、ベビーファンド
への資金流出入からマザーファンドでの組入ETFの売買執行までのタイミングにずれが生じること、売買
時のコストや信託報酬等の費用を負担すること等により、各ファンドの基準価額に影響を及ぼす場合があ
ります。
各ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第３７条の６の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用
はありません。

各ファンドに係る費用について

申込時に直接ご負担頂く費用：購入時手数料　販売会社にお問い合わせ下さい。
換金時に直接ご負担頂く費用：信託財産留保額　上限　0.15％
投資信託の保有期間中に間接的にご負担頂く費用：運用管理費用（信託報酬）上限　年率　1.65％（税抜
1.50％）
その他の費用、手数料：上記以外に保有期間に応じてご負担頂く費用があります。これらは運用状況によ
り変動するため、事前に料率、上限額等を表示することができません。

本資料や投資信託に関する注意事項

本資料は、商品の内容をご説明するために作成されたものであり、当該投資信託の勧誘を目的とするもの
ではありません。
投資信託は、株式など値動きのある証券等（外貨建資産に投資する場合には為替リスクもあります。）に
投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元金および運用成果が保証されているものではあ
りません。投資信託の運用による損益は、購入者に帰属します。
本資料は、株式会社お金のデザインが信頼できると判断した諸データに基づいて作成しましたが、その正
確性、完全性を保証するものではありません。また、上記の実績・データ等は過去のものであり、今後の
成果を保証・約束するものではありません。
投資信託のリスクやお申込メモの詳細についてのご確認や、投資信託をお申込みいただくにあたっては、
販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の 内容を必ずご確認のうえご自身でご
判断ください。
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